
を
的
確
に
キ
ャ
ッ
チ
す
る
こ
と
が

肝
と
な
る
。
社
長
と
一
口
に
言
っ

て
も
様
々
な
タ
イ
プ
が
い
る
こ
と

は
、
皆
さ
ん
も
理
解
し
て
い
る
こ

と
だ
ろ
う
。
そ
れ
ぞ
れ
の
タ
イ
プ

に
合
わ
せ
た
、
ち
ょ
っ
と
し
た
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
工
夫
で
成

果
は
変
っ
て
く
る
も
の
だ
。

　
職
人
気
質
で
自
分
の
技
術
に
絶

対
の
自
信
を
持
つ
社
長
、
と
に
か

く
営
業
力
が
あ
り
、
バ
イ
タ
リ
テ

ィ
豊
か
な
社
長
な
ど
、
タ
イ
プ
別

の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
取
り

方
を
身
に
つ
け
、
社
長
と
の
会
話

の
中
か
ら
経
営
課
題
を
引
き
出
し

た
い
。

経
営
環
境
・
課
題
を
念
頭
に

仮
説
検
証
を
繰
り
返
す

　
金
融
機
関
の
取
引
先
を
取
り
巻

く
経
営
環
境
や
経
営
課
題
は
、
時

間
の
経
過
と
と
も
に
変
化
し
て
お

り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
最
適
な
ソ
リ

ュ
ー
シ
ョ
ン
も
刻
一
刻
と
変
わ
り

続
け
て
い
る
。
ま
た
、
各
経
営
課

題
は
複
合
的
に
取
引
先
に
影
響
を

原材料価格の高騰
コロナ禍からの経済回復によ
る需給のひっ迫に、2022年
２月以降のウクライナ情勢の
緊迫化、円安による輸入価格
の上昇等で原材料価格は高騰

エネルギー価格の高騰
OPECによる減産調整、アフ
ターコロナでの経済活動の活
発化、ウクライナ紛争やパレ
スチナ紛争の影響で、原油価
格は高止まり

価格転嫁
消費マインドの低下や発注元
との交渉の難航から、原材料
価格、エネルギー価格、人件
費の上昇分を販売価格に転嫁
できていない

円安基調
欧米を中心に金融引締めに
動く中で、日銀は金融緩和
を継続。内外金利差が拡大
し、円安が急速に進行。輸
入価格が上昇している

賃上げ
離職防止や優秀な人材の確保
等に賃上げは有効だが、原資
が確保できず踏み切れない中
小企業は多い。一方で、賃上
げ実施は人件費コスト上昇を
招く

生産性向上
人手不足が深刻化する中、IT・DXの活用
や業務の標準化、アウトソーシング等によ
る生産性向上が経営課題になっている

アフターコロナの時代を迎え、経済は回復傾向にあるもの
の、深刻化する経営課題も少なくなく、地域金融機関には
積極的な本業支援が求められている

地域の中小企業

巻く経営環境＆経営課題
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与
え
て
お
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
経
営

課
題
は
相
関
関
係
を
持
つ
。

　
適
切
な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提

案
す
る
に
は
、
中
小
企
業
を
取
り

巻
く
経
営
環
境
や
課
題
を
念
頭
に

取
引
先
を
訪
問
し
、
経
営
環
境
の

変
化
が
取
引
先
に
ど
ん
な
影
響
を

及
ぼ
す
か
仮
説
を
立
て
、
社
長
か

ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
で
検
証
を
繰
り

返
す
こ
と
が
ポ
イ
ン
ト
だ
。

　
と
は
い
え
、「
経
営
課
題
に
つ

い
て
、
詳
し
い
内
容
ま
で
教
え
て

も
ら
え
な
い
」「
原
材
料
高
の
影

響
が
取
引
先
に
ど
れ
だ
け
あ
る
か

分
か
ら
な
い
」
な
ど
、
本
業
支
援

に
取
り
組
む
中
で
法
人
渉
外
担
当

者
が
直
面
す
る
悩
み
は
少
な
く
な

い
。

　
本
ワ
イ
ド
特
集
で
は
、
最
近
、

法
人
渉
外
担
当
者
の
皆
さ
ん
が
抱

え
る
本
業
支
援
に
お
け
る
悩
み
と

そ
の
解
消
法
に
つ
い
て
も
取
り
上

げ
た
。
ぜ
ひ
、
こ
れ
を
参
考
に
ア

フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
に
お
け
る
取
引
先

の
本
業
支
援
に
積
極
的
に
取
り
組

ん
で
い
き
た
い
。�

●

ゼロゼロ融資返済の本格化
2023年夏頃から返済猶予期
間が期限を迎え、返済が始ま
ったことで、資金繰りが悪化
する中小企業も

売上回復の遅れ
大人数での飲食や接待の激減
などコロナ禍での生活様式の
変化で、客足がコロナ前の水
準に戻らない先も少なくないマーケットの縮小

少子高齢化や都市部への人口
減少等で、地方はマーケット
自体が縮小傾向。ビジネスモ
デルの転換も求められる

事業承継
経営者の高齢化や後継者
不足、税負担問題などか
ら中小企業にとって事業
承継は大きな経営課題

脱炭素経営
サプライチェーン全体で脱
炭素に取り組む動きが加速
する中、サプライヤ―であ
る中小企業にも脱炭素の取
組みが求められる

人手不足
少子高齢化による生産年齢人
口（15〜64歳）の減少、都
市部への人口流出、コロナ禍
での人員削減等により、多く
の中小企業が人手不足に直面

働き方改革関連法によって、
2024年４月から時間外労働の
上限規制が適用される。特に物
流・運送業、建設業、医療業が
大きな影響を受けるといわれる

2024年問題
都市部への人口流出

少子高齢化

ひと目でひと目で
　わか　わかるる

！！中小企業を取り
取引先の本業支援に強くなる
成果を上げるノウハウ満載！ワイド

特集
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